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抄録

主要国において少子高齢化（合計特殊出生率低下・平均寿命延伸）が進んでいる。少子高

齢化の効果として福祉政策をめぐる世代間対立が示唆されてきたが、少子化部分は実験的

に生み出せないため、世代間対立論を厳密に実証することは困難である。少子化は世代間

対立をもたらすのだろうか。本研究はこの問いについて、操作変数により子供を減少させ

ることにより、準実験的に分析できることを示すとともに、少子化が高齢化とは逆に世代

間対立を緩和する可能性を理論的・実証的に論ずるものである。実証は、日本版総合的社

会調査のデータを用いて行った。操作変数は、政治学における標本数の少なさ、データの

質の低さに対応できる新たなもの（（同性）末子双子）も提案・利用した。分析の結果、

少子化は、高齢化とは逆に、理論的・実証的に世代間対立を緩和すること、ただしその効

果は女性にのみ表れることが示された。これは、実証政治学における議論動向や、従来の

日本社会の状況とも整合的であった。本研究は、世代間関係を考えるうえで、年齢だけで

なく人口構成や性別への注意を喚起するとともに、方法面において今後の少子化研究・子

供研究・子供の数に関する分析の可能性を拡げるものである。
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1. はじめに

少子高齢化は、韓国や日本のみならず世界的課題であり、その影響は政治学・国際関係論

分野においても活発に議論されている。Kramer（2012, p. 2）は先進社会における低出生

率の問題を指摘しているが、従来から 2020 年までには発展途上地域においても 65歳超の

人が 5歳未満の子供たちより多くなると指摘されており（Raymond, 2003, p. 92）、今後

は地域を問わず社会的課題となると予想される。少子高齢化の政治的影響のひとつとして

懸念されるのが、世代1による利益の相反に起因する世代間対立であり、世代間の利益相反

については人口転換に関連付けられて理論化されている（Buchmeier and Vogt, 2024）。

　しかし、高齢者を対象とすることなどによって実験を含めた定量分析が可能となる加齢

や年齢についての研究と異なり、人口構成の変化が政治に与える影響の研究については、

他の変数を統制した厳密な定量的実証が困難である。個人の加齢・年齢のみの効果に着目

した研究においては、人口構成の変化やそれに関連した福祉財源の分配状況を分析できな

い。個人の加齢と人口構成の変化は別のものであるため、世代間対立を含む少子高齢化の

政治的効果を議論するためには、人口構成変化の効果についての実証分析が必要である。

　少子高齢化は世代間対立をもたらすのであろうか。本研究は、この問いの答えを、子供

の減少という人口変化を準実験的に発生させ、理論的に予測される世代間の関係に影響を

及ぼすかを観測することで考察するものである。具体的には、外生的な子供の減少が若い

親の高齢者に対する態度に影響を及ぼすかを検討する。働けない子供とその子を育てる若

い親は、若い世代の中でも福祉財源をめぐって直接的に高齢者と競合しているため、世代

間の利益相反に基づく対立の有無や程度の確認に適した標本である（後述するように、先

行研究においても社会福祉支出をめぐる年齢層間の利益相反が示唆されている）。少子化

は、個人単位で見れば平均的に子供の数が減ることである。そのため、本研究では、親個

人にとっての子供の減少の影響を観測する。社会的に少子化の影響とされるものの中には、

他人の子供が減ったことによる国の人口減少など、直接的な親にとっての子供減少の影響

でないものが含まれると考えられる。そのため、個人単位の子供減少の影響を見ただけで

は、少子化の影響全体を分析したことにはならない。それでも、少子化の定量的分析の起

点として、本研究では親個人単位の分析を行う。

　このような、福祉財源をめぐる若者と高齢者の競合に着目した分析には、理論的にも意

味がある。高齢化についての理論的予想とは逆に、少子化は、福祉に頼る子供を減らすこ

とで高齢者と若者の競合を緩和し、世代間対立を和らげる効果を持つのではないかという

仮説が導かれるからである。Buchmeier and Vogt（2024）といったシルバー民主主義関

連の先行研究は、少子高齢化によって若者が被害者となる可能性を前提としている。しか

し、本研究における議論は、若者が少子高齢化の単純な被害者であるという前提をおくこ

1 本研究における世代とは、いわゆる Z世代のような特定の時代に生まれた世代ではなく、
年齢層のことである。
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とに対しては、注意を喚起するものである。

本研究で用いるデータは、日本において収集されたもの（日本版 General Social 

Surveys（JGSS））である。日本は少子高齢化が進んだ代表的な国であり、政治学分野に

おける先行研究の蓄積も進んでいる（たとえば、Eshima and Smith, 2022）。さらに、社

会支出分配の世代間不均衡も先行研究において指摘されている（Buchmeier and Vogt, 

2024, p. 172）ため、世代間対立の有無の確認に適した事例である。

　他の変数を可能な限り一定に保ち、準実験的に子供の数を減少させるため、本研究は、

Oliveila（2016）や Angrist and Evans（1998）といった経済学分野の先行研究を参考にし

た操作変数法を用いる。経済学分野の研究においては、子供の数を変化させる操作変数と

して、双子が用いられてきた。双子がランダムに生まれる場合、双子でない子供を出産し

た場合に比べ、ランダムに子供の数が増加する。このことを逆用すれば、偶然双子でない

子供が生まれた場合、偶然双子が生まれた場合と比べてランダムに子供が減少する。双子

がランダムに生まれるという仮定が満たせる場合には、準実験的に子供を減少させる操作

変数として、双子でないことを利用できるのである。

　本研究は、経済学における操作変数を利用するだけでなく、種々の制約に照らし、新た

な操作変数「末子の双子」を提案し、利用する2。Angrist and Evans（1998）が利用した

第二子の双子などの操作変数は、二人以上の子供を出産した人にしか適用できず、日本の

合計特殊出生率をかんがみれば、適用が難しい。一方で、Oliveila（2016）などが利用し

た第一子の双子は、もともと二人以上の出産を予定していた親にとっては子供を増やす効

果を持たない。このことは、国勢調査のような大規模悉皆調査を基本的に利用できない政

治学研究においては、操作変数の子供の数との相関を弱めるもので、問題である。末子の

双子は、出産経験のある人に対しては子供の数にかかわらず適用できる操作変数であり、

双子の出産後に追加で子供を産んだため、双子を出産していても子供が増加していないと

いった事例は介入群から除外することができる。

分析の結果、子供の減少は、女性にのみ、世代間対立を弱める（若者側における高齢者の

生活保障についての自己責任論を弱める）効果があることが示された。このことは、専業

主婦など家事・育児が女性によって担われることを実質的に前提とした慣行があったこと、

子供が減ることによって高齢者との福祉財源をめぐる競合が緩和されることから、直感的

に理解できる。少子化の効果は、従来示唆されてきた高齢化の効果（高齢者と若者の利益

相反と若者の過少代表による世代間対立の激化）とは逆方向に働くことが示されており、

今後の少子高齢化研究においては、高齢化だけでなく少子化の効果も加味する必要がある

といえる。また、性別の影響についても検討が必要であるといえる。

2ただし、末子の双子ではランダムに生まれるという仮定を満たせないため、分析の精度を
高めるべく子供が同性の場合の末子双子についても分析する。
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2. 少子高齢化の実態

図 1　G20 諸国の合計特殊出生率の推定値（EU・AU除く）

（出典）United Nations, Department of Economic and Social Affairs, Population Division 

（2024b）を基に筆者作成。

図 2　G20 諸国の平均寿命の推定値（EU・AU除く）

（出典）United Nations, Department of Economic and Social Affairs, Population Division 

（2024a）を基に筆者作成。
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図 1・図 2 は EU・AU を除く G20 諸国の合計特殊出生率と平均寿命の推定値を示したもの

である。合計特殊出生率の低下および平均寿命延伸は、主要国においてほぼ一様に進んで

いる。そのため、少子高齢化は、先進国に限らず、世界的な問題となりつつあるといえる。

G20 には先進国も発展途上国も含まれ、各国は地域も宗教事情もさまざまであるが、合計

特殊出生率低下・平均寿命の延伸は、ほぼ一致した傾向である。

3. 少子高齢化の政治的影響と世代間対立

少子高齢化がもたらす政治的影響は、さまざまに予測されている。その中には正の影響も

ある。たとえば、国際関係論分野においては、少子高齢化が平和をもたらすという議論が

なされている（Brooks et al., 2019; Haas, 2007）。3他方で、少子高齢化の負の政治的影

響も懸念されており、研究が蓄積されてきた。その負の政治的影響とは、世代間の利益相

反である。図3は、この点について詳しく検討した Buchmeier and Vogt（2024, p. 170）

の表（「Table 1」）を引用ないし転載したものである。Buchmeier and Vogt（2024）は、

人口転換（高齢化）によって、民主主義システムに対して三つの効果が生じることを示唆

図3　 Buchmeier and Vogt（2024, p.170）による検討（「Table 1」を引用ないし転

載）
Authors: Yosuke Buchmeier and Gabriele Vogt. © The Author(s), 2023. Published by Cambridge University Press on 

behalf of the American Political Science Association. This is an Open Access article, distributed under the terms of the 

Creative Commons Attribution licence (http://creativecommons.org/licenses/by/4.0), which permits unrestricted re-use, 

distribution and reproduction, provided the original article is properly cited. Link: 

https://doi.org/10.1017/S1537592723000981. Cropped from Original.

3 ただし、これら 2件の論文はいずれも例外に触れている。
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している。このうち、図３上段にあたる二つは、若者の過少代表である。しかし、人口転

換の効果は選挙における若者の過少代表にとどまらず、政策に対しても、高齢者の有利に

なるようなバイアスが生じることが示唆されている（図3下段に対応）。選挙や議会に対

する影響だけで事実上社会生活に影響を与えないということはなく、社会福祉支出といっ

た政策を通じて、人々の生活そのものにも少子高齢化の影響が及ぶことが懸念されている

のである。

　高齢者とより若い世代の政策選好の差は、他研究においても指摘されてきた。最近定量

的実証を行った研究例としては、高齢者は失業率に相対的に無関心である一方、年金・貯

金の実価値を懸念すると仮定してインフレを忌避する傾向があることを示した Vlandas

（2018）、年齢との関係が非線形であるため若者と高齢者という形での世代間対立には否

定的ながら、高齢者は負債の負担を無視する選好を持つとした Aspide, Brown, 

Digiuseppe, and Slaski（2023）が挙げられる。

4. 少子化研究の課題

前節で紹介した世代間対立を示唆する諸研究は、個人の加齢や高齢そのものの効果として

世代間対立を予想しているわけではない。人口構成の変化の結果として、若者の過少代表

やそれに伴う政策の変化は発生する。年金の給付額や公的債務の返済についても、誰がど

れだけその財源を負担するのかを考えるうえで、人口構成は無視できない。

　しかし、年齢の影響であれば、高齢者に注目することで実験を含めた分析が可能となる

一方4、少子化のような人口構成の変化は、実験や自然実験によって発生させることができ

ず、その効果を厳密に定量分析することは困難である。人口構成の変化に伴い、様々な社

会・経済的変数も変化すると予想される。人口構成変化の効果を測定するためには、他の

変数を統制することが必要であるが、実験室実験によって人口転換を発生させることはで

きない。ランダム化比較試験（RCT）や回帰不連続デザイン（RDD）、差の差の推定法

（DID）といった自然実験的手法も用いることができない。明確な政策的ショックが存在

しないからである。「丙午」や「一人っ子政策」のような政策・瞬間的な現象を利用して

分析を試みたとしても、その政策・現象の前から存在した人が、 あるカットオフにおいて

一斉に消滅するわけではない。5民族の強制移住のような事例であっても、経済状況や政治

情勢といった他の変数を統制することはできない。人口構成変化の影響を論じた最近の定

4 たとえば、Eshima and Smith（2022）は、69歳と 70 歳という年齢差に着目した実験に
ついて報告している。
5 そのような状況であっても、経済学に関しては、一人っ子政策による出生率（fertility）
変動を用いたファジーノンパラメトリックRDD についての研究が存在するが、家族規模
と世代間不平等の間の因果効果の証拠は得られなかったと報告している（Zhao, 2023, p. 
283）。
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量研究例（Brooks et al., 2019）を見ても、人口構成変化の分析について実験やRCT、

RDD は用いていない。

　図3で示した理論的な人口転換の効果について分析するためには、個人の加齢・年齢の

効果ではなく人口構成変化の効果を分析する必要がある。しかし、実験や自然実験を用い

て厳密に分析できるのは個人の加齢や年齢の効果であって、人口構成変化の効果は実験的

に分析できない。以上のような理論的・方法論的ジレンマが存在するのが、従来の政治学

における少子高齢化研究の状況である。

5. 方法：準実験的少子化発生の試みと新たな操作変数の提案・利用

以上のような議論状況を踏まえ、本研究においては、少子高齢化のうち、人口構成の変化

に最も直接的に関わる「少子化」（子供の減少）をできるかぎり実験に近い形で発生させ、

それが世代間対立に影響を及ぼすかを分析することを試みる。その際、参考となるのが経

済学分野の先行研究である。経済学分野においては、子供の数を変化させる操作変数が利

用されてきた。たとえば、Angrist and Evans（1998, p. 451）は、兄弟姉妹が同性である

場合、親は追加の子供を持つ傾向があることを利用し、第一子・第二子が同性か否かを二

人以上の子供を持つ女性の追加出産の操作変数であるとしている。6より新しい研究例とし

ては、Oliveira（2016）が初産双子を出生率の操作変数として用いている。双子や子供が

同性となることがランダムに生じるとすれば、それらは、双子でなかった場合や子供が異

性の場合と比べて、ランダムな子供の増加をもたらすこととなる。このことを逆用すると、

双子でないことや子供が異性となることもまたランダムに生じ、双子であった場合や子供

が同性の場合と比べると、ランダムに子供の減少が発生するといえる。

つまり、経済学における双子や子供が同性であるという（子供を増やす）操作変数を逆

用すれば、（「双子でない」「子供が異性」という）子供を減らす操作変数を作成できる。

少子化という人口構成の変化は、個人レベルで見れば子供の数が平均的に減ることである

ので、以上の子供を減らす操作変数は、少子化の操作変数という面も持つ。このような操

作変数を用いれば、原理的には、実験に近い形で「少子化」（子供の減少）を発生させる

ことができるのである。社会的に問題となる少子化の影響は、個人の子供減少の直接的影

響だけでなく、他人の子供が減少したことによる国全体の人手不足などさまざまな問題が

含まれると考えられるため、個人の子供の減少の分析だけで少子化に関する問題すべてを

分析したことにはならない。それでも、他の変数を統制した直接的な個人の子供減少の影

響を分析することは、少子化分析の起点として意味がある。

ただし、本研究のような政治学研究については、経済学研究とは異なる制約がある。た

とえば、本研究における事例である日本においては、個人の政治的思想信条を問う変数に

6 Angrist and Evans（1998, pp. 451-452）は、第二子が双子であることを用いた操作変
数との生成結果の比較も行っている。
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ついて、国勢調査のような大規模悉皆調査データを取得することは困難である。なぜなら、

全国民の政治的思想信条を、国勢調査のように国家による罰則付きで表明させることは、

憲法から導かれる「沈黙の自由」を侵すおそれがあるからである。7そのため、個人の政治

的思想信条を問う変数については、任意での回答を求めることとなるが、その場合回答率

はほぼ確実に低下する。回答率を高めるためには、調査設問の簡素化が求められるが、そ

の場合にはデータの質が低下する。本研究に関しては、双子か否かの判断に生年月（日）

を用いることはできず、年齢によって判断することとなる。同じ年齢であっても双子では

ない可能性も完全には排除できないため、生年月（日）変数が利用できる質の高いデータ

を用いた場合と比べれば、双子判断の精度は低下する。

以上のような政治学におけるデータの質・量の制約をかんがみれば、できるかぎり内生

変数との相関が強く、多くのデータを分析できる操作変数を用いるべきであり、初産双子

や性別組み合わせといった経済学における操作変数の逆用では不十分である。8性別組み合

わせや第二子以降の双子の場合、二人以上の子供を持った経験がある人しか分析できない。

本研究における事例である日本の合計特殊出生率は 1 をやや上回る程度であるため、性別

組み合わせや第二子以降の双子を操作変数とすると、比較的少数の多子世帯しか分析でき

ない。他方、初産双子は、子供の数を変動させるための操作変数であるにもかかわらず、

元々二人以上の子供の出産を予定していた場合、子供の数を変動させない。データの質や

量に制約がある政治学研究においては、このことは操作変数と内生変数の相関を弱め、操

作変数法自体の適用を難しくするため特に問題である。そのため、本研究においては、単

なる初産双子や性別組み合わせの逆用にとどまらない、より強い操作変数の利用が求めら

れる。

そこで、本研究は、少ない子供数（一人）のデータも利用でき、子供の数（子供減少）

との相関を高めることで小標本・質の低いデータにも対応できる新たな操作変数「末子双

子（でないこと）」を提案・利用する。末子双子も、初産双子同様、ある一回の出産にお

ける双子であるため、内生変数との相関以外の操作変数としての諸条件は、初産双子と同

程度に満たすと期待できる（実際に満たしているかについては「メカニズムと頑健性の分

析」の節で確認する）。しかし、内生変数との相関については、従来の初産双子よりも、

末子双子の方が理論上強まる。なぜなら、確定した末子双子を用いた場合、その後に子供

が生まれていないため、初産双子と比較して、「初産は双子であったが、そもそも三人の

子供を持つ予定であり、双子を生んだ後に三人目を出産した、よって初産双子を経験して

も子供の数はランダムに増えていない」といった事例を処置群から排除できるからである。

初産双子は、元々二人以上の子供の出産を予定していた場合、内生変数である子供の数を

7 沈黙の自由については、芦部（2015, pp. 150-151）などを参照されたい。
8 初産双子については、「分析結果」の節において、標本数が小さいサブサンプル分析が
できないことを定量的にも実証する。
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変動させない。他方、確定した末子双子は、その後出産した子供がいないため、末子双子

を含めた子供数がちょうど予定した数と一致しない限り、確実に予定外の子供増加をもた

らす。そのため、末子双子（でないこと）は、初産双子と同様に双子としての性質を持ち

ながら、内生変数である子供の数の変動との相関だけが初産双子より強い、今回の分析に

より適した操作変数になることが理論上予想されるのである。

6. 仮説、データ、変数およびモデル

本研究では、以上で論じた子供の数を減少させる操作変数を用いて、理論上予想されてい

る世代間対立に少子化が与える影響の分析を試みる。「少子高齢化の政治的影響と世代間

対立」の節（特に図3）で示したように、世代間の利益相反は、選挙における代表に関し

てのみならず、福祉支出、財政政策といった政策に関しても発生する。世代間の利益相反

の影響が生活に直接及ぶのは、政策に結び付いたときであるため、本研究では、特に図3

で明示された政策効果の例である社会福祉支出、財政政策に着目する。

　本研究は、図3で理論化された政策効果に関連して、若者のうち、働けない子供とその

子供を育てる親は、社会福祉支出・財源をめぐって直接高齢者と競合する立場にあること

を利用する。予想された利益相反はこの子供と親に直接的に生じ、世代間対立につながる

はずである。そこで、子供の若い親の高齢者に対する態度に、操作変数による「少子化」

（子供の減少）がどのような効果を及ぼすのかを分析する。

このようなデザインによって分析することには、理論的にも意義がある。高齢化を考え

れば、人口転換が若者の過少代表、特定の年齢層（高齢者）に有利な政策に結び付くとい

う Buchmeier and Vogt（2024）が持つ示唆は説得力を持つ。この場合、若者と高齢者の

利益相反は高齢化が進むにつれ強まり、世代間対立も深まると考えられる。しかし、今回

分析する「少子化」（子供の減少）を考えると、子供が減るにつれ、社会福祉支出・財源

をめぐる若者と高齢者の競合が緩和し、利益相反が弱まることから、少子化は高齢化とは

逆の効果を持つ、世代間対立を緩和するという仮説が導かれる。具体的には、若者個人に

ついて世話が必要な子供が減ると、若者は自分や子供のために福祉を利用する必要性が薄

れるため、競合する高齢者による福祉財源利用を認めやすくなるはずである。すなわち、

仮説 1：子供の数の減少は、その子供の若い親の「高齢者による社会福祉支出利用への否

定的態度」を弱める。

　「高齢者による社会福祉支出利用への否定的態度」については、後述するデータセット

の変数を用いて定義・測定し、若い親は、メインアナリシスにおいては 55歳以下の親と定

義する。この年齢基準を用いる理由は以下のとおりである。本研究は、高齢者と若い親と

の世代間対立に関心があるため、親自身は十分に若くなければならず、高齢者であっては

ならない。しかし、現在の日本では、晩婚化・高学歴化が進んでいるため、若さの基準を
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低くとり過ぎると、標本数が極端に減少したり、子育て中の個人を分析対象から外したり

するリスクがある。日本においては、「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」第9条に

より、定年が 65歳未満の事業主は、定年引き上げ、継続雇用制度導入、定年の定め廃止の

いずれかが義務付けられているため、多くの人は 65歳まで社会福祉支出に完全に依存する

ことはない。しかし、同法第8条により、定年は 60 歳には到来しうる（しかも、社会的に

60 歳は還暦とされてきた）ことから、60 歳の段階で既に高齢者としての自覚が強まってい

る可能性がある。また、親が 30 歳で出産した子供であっても、親が 60 歳となる時期には

30 歳程度に達しているため、60 歳では若さの基準が高すぎるという見方が成り立つ。学齢

をかんがみれば、子供が一人で高校・大学卒業後 28歳までに出産した親の場合、子供が高

卒・大卒となっても多くの場合 50 歳以前に育児が終了する。その一方で、晩婚化・高学歴

化が進んだ現在の日本では、親が 30 代以降に出産し、子供が高等教育を卒業・修了する頃

の親の年齢が 60 歳を超えることも不自然ではない。親が 36歳で子供を持った場合、親が

50 歳となっても子供は多くの場合中学生である。以上の検討をふまえ、本研究のメインア

ナリシスにおける若さの基準は 55歳とする。しかし、この年齢基準は絶対的なものではな

いため、若さの基準を変更する頑健性の確認も行う。

本研究は、仮説 1 を日本版総合的社会調査（Japanese General Social Surveys: JGSS）の

データを用いて実証する。9日本においては、少子高齢化が進んでいることに加え、高齢者

への社会支出と子供・家族への社会支出に大きな格差があることが先行研究において指摘

されている（Buchmeier and Vogt, 2024, p. 172）。そのため、社会福祉支出・財源をめ

ぐる若者と高齢者の利益相反が実際に生じているといえる事例である。また、日本におけ

る高齢者、福祉、世代間不平等に関する政治学分野の先行実証研究（Umeda, 2022）も行

われているなど、先行研究の蓄積も進んでいる（既に紹介した Buchmeier and Vogt

（2024）や Eshima and Smith（2022）も、それぞれ日本の事例を扱った研究、日本の参

加者に対する実験研究である）。そのため、日本のデータは、少子高齢化と世代間の利益

相反、世代間対立の関係を分析するために特に適しているといえる。本研究では、分析に

必要な設問が存在するかなどを検討したうえで、メインアナリシスにおいて、「JGSS　累

積データ　2000-2003」、「JGSS-2005」、「JGSS-2008」、「JGSS-2010」、

「JGSS-2012」、「JGSS-2017/2018統合データ」を利用する。10以下で説明する変数につ

いて、無回答や欠損値を削除するなどの処理を行ったうえで、分析する。

　被説明変数である「高齢者による社会福祉支出利用への否定的態度」は、「国か個人

か：高齢者の生活保障」（op5srwfy）という変数を利用して操作化する。利用する値は 1

（個人や家族の責任）から 5（国や自治体の責任）までの五段階である。回答者が 5に近

9 JGSS やそのデータの入手方法については、大阪商業大学（1999-2021）を参照されたい。
10 データセットには含まれているが、子供の年齢を問う変数（cc（番号）age）が 2003 年
度には問われていないとみられるため、2003 年度のデータも分析から除外した。
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い数字を選んだ場合、高齢者による社会福祉支出の利用に肯定的であるといえる。子供の

若い親と高齢者との社会福祉支出・財源をめぐる対立が強まった場合、若い親の回答者は、

高齢者による社会福祉支出の利用に否定的になり、この変数の値は小さくなる。福祉財源

をめぐって競合する高齢者の生活保障について、自己責任論をより支持するようになると

いうことである。11

　説明変数である子供の減少は、方法の節で説明した末子双子の操作変数を用い、可能な

限り外生的に変動させる。従来の分析手法との比較のため、末子双子か否かと同様に、子

供が一人の場合でも利用でき、最近の経済学分野の先行研究で使用（たとえば, Taylor, 

2024）されている、初産双子の操作変数も用いる。双子か否かの判断は、最後の番号の子

供とそのひとつ前の番号の子供（初産双子を用いる場合には、データセットにおける子供

「01」と子供「02」）が同年齢かどうかによって行う。たとえば、三人子供がいる人の場

合、子供「02」の年齢（cc02age）と子供「03」の年齢（cc03age）が一致すれば、末子が

双子であると判断する。12末子や初産についてできるかぎり正確に判定するため、第一子

から年齢順に答えていない回答者は分析から除外する。それでも、この年齢を使った判定

法は、生年月（日）を用いて判断する場合と比べると、精度が低いと予想される。同じ年

齢であっても誕生日が離れており、双子ではない場合がありうるからである。今回利用す

るデータセットについては他にも、調査によって養子の年齢も問うている場合があること

といった、分析の精度に影響を与えかねない問題がある。本研究では、これらの問題に対

し、前節で説明した新たな操作変数を用いるほか、出産年齢（男性回答者の場合は出産時

の年齢。子供との年齢差を利用）が 12 歳を下回る場合（つまり、自然分娩が期待できず養

子であると判断できる場合）を分析から排除することによって対処する。

　共変量として、全ての標本に対する「基本モデル」においては、性別、出産年齢（男性

回答者の場合は出産時の年齢）、およびそれらの交差項を用い、「共変量追加モデル」に

おいては学歴と年齢も追加した。13性別と出産（時）年齢の交差項（後述する女性のみを

対象とする分析については出産年齢）を基本モデルにおいても含めたのは以下の理由によ

11 高齢者福祉に関しては、「国か個人か：高齢者の医療・介護」というラベルの変数も問
われている。しかし、健康の政治は他の政策領域の政治とは性質が異なるという見解があ
る（Carpenter, 2012）ため、この変数は採用しなかった。
12 なお、各調査において共通して年齢が問われている子供は 8人目までであるので、本研
究では子供が 8人までの個人に絞って分析する。
13 地域の固定効果を用いなかったのは、日本においては、東京などの都市部に在住してい
た人が、結婚・出産・育児の時期に郊外に移住することがあり、比較検討するOLS をはじ
め、分析手法によっては結果にバイアスが生じることを懸念したためである。年収につい
ても、現在の日本社会においては、性別（女性で非正規雇用かどうか）や学歴・年齢（年
功序列的制度が残っている職場の場合）と強く関連する一方、専業主婦や定年退職者など
多くの場合において生活実態を反映しないとみてモデルに含めなかった。
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る。一卵性の双子率が比較的変化しないのに対し、二卵性の双子率はさまざまなものの影

響を受けることが指摘されている（Hoekstra et al., 2008）。この点につき、Hoekstra et 

al.（2008）を参照している社会科学分野の先行研究（Oliveira, 2016, p. 4）では、特に母

親の出産年齢との潜在的相関を指摘し、初産年齢を統制している。そのため、本研究の性

別を区別しないモデルにおいては最低限性別（つまり母親かどうか）と出産年齢（末子双

子を用いる場合は末子出産年齢、初産双子を用いる場合は初産年齢）の交差項をコント

ロールした。これらのほか、共変量追加モデルにおいては、Angrist and Evans（1998）

やOliveira（2016）を参考に、理論的検討も行い、学歴と年齢も統制した。14

　モデルは二段階最小二乗法のものを利用し、比較のため通常の最小二乗法による重回帰

モデルも利用する。二段階最小二乗法のモデルは以下のとおりである。末子双子でないこ

とを操作変数とし、すべての標本を用いる場合、第一段階は

Ni= α0 + α1Ntwini+α2Agebi×Sexi+ AXi+εi　                              (1) 

である。Ni は回答者 i の子供の数、Ntwini は、末子が双子か否かを指すダミー変数である。

今回は子供の減少のための操作変数であるため、双子でなければ 1 をとるダミー変数とし

ており、双子ならば 0 をとる。Agebi は回答者 i の末子出産年齢、Sexi は性別、Xi は共変量

である。第二段階は、

Attitudei= β0 + β1Ni+β2Agebi×Sexi+BXi+εi                              (2) 

であり、Attitudei は若い親である回答者 i の、高齢者による社会福祉支出利用への否定的

態度の度合である。先述のとおり、データセット内の変数「国か個人か：高齢者の生活保

障」（op5srwfy）を利用して操作化 する。他の変数は第一段階と同様である。初産双子

（でないこと）を操作変数として用いる場合には、Ntwini や Agebi は初産についての変数

となる。

　本研究では、理論的・方法論的検討を行い、女性のみを対象とした分析も行う。その場

合、性別や性別と出産年齢の交差項はモデルに含めず、 出産年齢のみをモデルに含める。 

理論的には、最近の政治学研究において、出産の効果が特に女性に現れることを報告して

14 今回利用する学歴の変数（最終学校（本人）、xxlstsch）は、最後に通った（または現
在通っている）学校を問うものである。教育年数と異なり、この変数を用いる場合には個
人間の単純比較は難しい。時代によって学制が異なり、同じ教育年数であっても在籍した
学校種別が異なる可能性もあるためである。また、調査によって選択肢も異なっている。
そのため、本研究においては、最終学校が高等教育機関に当たらないと判断した場合には
1、高等教育機関に当たると判断した場合には 2 をとる変数を作成し、利用する。
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いるもの（Bellettini et al., 2023; Kam, Kirshbaum, and Chojnacki, 2023） がある。経

済学分野の先行研究においても、女性・母親についての検討を特に行っている事例が見ら

れる（たとえば、Angrist and Evans（1998, p. 453）の「TABLE 1」や、Oliveira

（2016, p. 7）の「Table 2」）。Angrist and Evans（1998, p. 261）は夫（基本的に男

性である）の労働供給への家族規模の影響が操作変数によって示されないことを報告して

いる。 また、今回の分析において統制が求められている女性（母親）の出産年齢は、女

性についてのみ定義できるものである。以上より、女性に限った分析を行うことは理論上

望ましいといえる。 他方、方法論的にも、今回利用する操作変数は、子供の数との相関

が強く、特に小標本の分析について従来の初産双子の操作変数よりも有用であると予想さ

れることから、もっとも基本的なサブサンプル分析（一群を男女二郡に分割すること）を、

新しい末子双子操作変数の性能確認のために実施することは望ましいといえる。  

7. 分析結果 

表 1 は、二段階最小二乗法による第一段階の結果を示したものである。本研究における新

しい操作変数「末子双子（でないこと）」を利用した結果と、従来から使用されている操

作変数「初産双子」を利用した結果を並列している。双子は子供を増やすと考えられるが、

本研究は子供の減少・少子化に関心があるため、表 1 は末子双子「でないこと」、初産双

子「でないこと」の効果を報告している。

　表 1 を見ると、末子双子でないことは、予想どおり子供減少を発生させており、初産双

子でないことと比べても、F値が高く、効果量が大きいことがわかる。どのモデルにおい

ても、末子双子でないことの効果量は、初産双子でないことの二倍弱あり、末子双子でな

いと子供の数は約 0.6人減少した。

　特に、女性のみについてサブサンプル分析を試みると、初産双子の場合には分析自体が

できなくなってしまったのに対し、末子双子を使えば分析可能となった。女性のみに標本

を絞ると、初産双子の場合には F値が 10 を下回ったのに対し、末子双子を使えば 10 を大

幅に上回る F値を維持したからである。このことは、基本モデルでも、共変量追加モデル

でも変わらなかった。末子双子（でないこと）の操作変数は、予想どおり小標本や質の低

いデータの利用に強いことを示唆している。

そこで、表 2 においては、全体データについても女性データについても分析可能な末子双

子（でないこと）の操作変数を用いて、第二段階の、子供の数の世代間対立への効果を推

定した。操作変数を用いない OLS については、統計的にも実質的にも有意な結果は出な

かった。これに対し、操作変数を用いたモデルは、いずれも OLS のモデルとは大きく異な

る結果を示した。効果量は、性別を区別しない場合 OLS の 10倍程度、女性の場合は OLS

の 20倍程度に達した。また、女性についてのみ 5%水準で統計的にも有意となった。基本

モデル・共変量追加モデルともに同様の結果であった。この結果は、前節で述べた最近の

先行研究における議論と整合し、JGSS が実施された日本の社会状況（従来寿退社や専業主
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婦といった、実質的に女性による家事・育児に期待する慣行があった）をかんがみても、

直感的に理解できる。家事・育児が女性によって担われてきたため、その負担軽減の効果

も女性に表れていると解釈できるのである。

表 1　二種の操作変数が子供減少に与える影響
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表 2　子供減少が対高齢者世論に与える影響

8. メカニズムと頑健性の分析

しかし、本研究における以上の分析には複数の問題がある。第一に、今回選ばれた年齢基

準で上述のような結果が得られたとしても、その背後にあるメカニズムが世代間対立であ

るという保証はないことである。偶然55歳の年齢基準でのみ上のような結果が得られた可

能性も残る。第二に、これまでの分析においては、末子双子が、内生変数との相関以外の

操作変数としての条件を初産双子と同程度に満たすと想定してきたが、そのような想定が

正しいという保証はないことである。第三に、これまで本研究では双子がランダムに発生

するという仮定を置いてきたが、その仮定は満たされないことである。第6節でも述べた

ように、二卵性の双子率はさまざまなものの影響を受けることが指摘されている

（Hoekstra et al., 2008）。最後に、他の分析条件に関しても、結果の頑健性の確認が必

要である。
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そこで、本節においては、まず年齢基準を変更することによってメカニズムと頑健性の

確認を行った。もしも、若さの基準年齢を 55歳から引き下げて回答者と高齢者の年齢差を

拡大したときに、結果の実質的・統計的有意性がさらに改善すれば、表 2 の分析結果は偶

然ではなく、背後にあるメカニズムは予想どおり世代間対立であることが示唆される。逆

に、法律上定年退職者まで含む60 歳まで若さの基準を引き上げたとき、実質的・統計的有

意性が悪化するようであれば、これも世代間対立メカニズムの傍証となる。補遺 2. 1 に、

末子双子操作変数・共変量追加モデルの年齢基準を 5歳引き下げた 50 歳、5歳引き上げた

60 歳としたときの結果を示した。メインアナリシスにおいて実質的・統計的に有意な結果

が出ていた女性についてみると、基準年齢を引き下げたとき予想どおり子供の数の係数が

約 0.41 から約 0.52 へと増加し、p値も約 0.04 から約 0.03 へと低下した。一方、基

準年齢を引き上げると係数は約 0.32 へと低下し、p値も約 0.11 へと増大した。これらの結

果は世代間対立のメカニズムと整合的であり、メインアナリシスの結果は偶然得られたも

のではないことを示唆している。他方、性別を区別しなかった標本の分析結果については

効果量がいずれも女性の二分の一程度にとどまり、p値も女性の場合を上回り、統計的に

有意とならなかった。男女差の構造は基準年齢にかかわらず維持された。

　次に、末子双子の操作変数の適切性についても検討した。本論では、新しい操作変数で

ある末子双子が、内生変数との相関以外の操作変数としての諸条件を、初産双子と同程度

に満たすことを前提として分析を行ってきた。この前提の妥当性を検証した。初産双子を

操作変数として用いた先行研究の中には、なぜ双子の中でも初産双子を操作変数として用

いるのかについて論じたものがある。出生率変化の効果を調べるために双子を用いる識別

戦略を最初に使用したとOliveira（2016, p. 4）が指摘するRosenzweig とWolpin は、単

なるいずれかの出産における双子ではなく初産双子の使用が適切な実験をもたらすとする

根拠について、いずれかの出産における双子を使うとすると、①出産歴と双子出産の確率

が独立であると仮定したとき出産の多い女性が双子家庭の標本の中で過剰代表されること、

②双子妊娠確率が出産歴に応じて上昇することを指摘している（Rosenzweig and Wolpin, 

1980, p. 336）。15末子双子を用いた場合、以上のうち①の問題については初産双子を用

いた場合と同様に解消できる。双子出産の確率がゼロという極端な妊娠事例を想定しない

限り、出産が多ければその中のいずれか一回でも双子になる確率は確実に上昇するため、

「いずれかの出産が双子」という操作変数を用いると①の問題が生じる。しかし、末子双

子は、初産双子と同様にある一回の出産における双子であるため、上の状況は生じない。

②については、末子双子の操作変数を使った場合であっても多子世帯の過剰代表につなが

り、問題である。

15 なお、Rosenzweig and Wolpin（1980）は、②の主張を Mittler, Peter J. (1971), The 
Study of Twins, Harmondsworth, Middlesex, Penguin を引用して展開しているが、本論
文の執筆にあたっては原典を確認していない。 
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そこで、本論では、末子双子操作変数・共変量追加モデルの、親の子供数上限をメイン

アナリシスの半数の 4人に絞り込み、多子世帯がメインアナリシスにどのような影響を与

えていたかを分析した（補遺 2. 2）。子供の数の係数は、性別区別無し・女性のいずれの

場合においても、大きく変化しなかった。女性の場合の統計的有意水準は 10%となったが

（p≒0.07）、引き続き統計的に有意であった。性別を区別しない場合は引き続き統計的に

有意ではなく（p≒0.27）、効果量・統計的有意性ともに男女差は維持された。第一段階の

双子でないことの係数や F値にも大きな変化はなかった。この分析により、②の問題に

よって懸念されていた多子世帯の影響は大きくないことが示唆された。

また、先述したように、Oliveira（2016）はHoekstra et al.（2008）を参照して二卵性

双子率と母親の出産年齢との潜在的相関を指摘しているが、初産双子については、

Rosenzweig and Wolpin（1980, pp. 336-337）が、母親の受胎年齢（数式上は初産年齢）

が選択されるものであっても双子の係数を一致推定できる場合を示している。これは、家

庭の選択変数の連続尺度が結果変数の場合であるが、結果変数が子供の数で初産年齢が選

択される場合についても、類似の分析をOliveira（2016: Appendix A, p. 7）が

Rosenzweig and Wolpin（1980）を引用して行っている。そこで、本研究では、末子双子

が、末子出産年齢が選択される状況下で子供の数を変化させる場合について、末子双子の

係数を一致推定できるか、Oliveira（2016）やRosenzweig and Wolpin（1980）と同様の

論理を用いて検討した（補遺 2. 3）。

加えて、特に二卵性双生児の発生がランダムではない（Hoekstra et al., 2008）ことを

かんがみ、分析対象内の一卵性双生児の比率を高めるために同性の子供を用いた分析も

行った（補遺 2. 4）。16一卵性双生児は同性であるとされている（Bomsel-Helmreich and 

Al Mufti, 1995, p. 25）ため、基本的に二卵性双生児である性別が異なる双子を排除すれ

ば、分析対象内において一卵性双生児の比率を高め、双子がランダムに発生するという仮

定を満たしやすくなると期待できるからである。より具体的に説明すると、補遺 2. 4にお

いては、メインアナリシスと同様の分析を、子供が全員女性の場合について行った。この

とき、末子双子についても全員女性の場合のみ分析されることとなり、性別が男女に分か

れた（同性でない）末子双子は分析対象から除外されることとなった。

補遺 2. 4の分析結果は、子供の数の係数や統計的有意性だけを見れば、メインアナリシ

スの結果を強化するものとなった。表 A4 における子供の数の効果に注目すると、効果の

方向はメインアナリシスから変わらず、効果量や統計的有意性がさらに高まったことがわ

かる。子供の性別を女性の同性に限ると、親の性別を区別しない場合であっても、子供の

16一卵性双生児を利用して双子がランダムではないことへの対処を試みたのは本研究が初
めてではない。これまでの研究として、たとえば、一卵性双生児の発生（monozygotic 
twinning）が大抵観測されていないという状況下で、一卵性双生児に基づいた新しい操作
変数を作成した Farbmacher, Guber, and Vikström（2018）がある。
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数の係数は 0.46 に高まり、10%水準で統計的に有意となった（p≒0.07）。親の性別をメ

インアナリシス同様に女性に限った場合も効果量・統計的有意性は高まった（係数約

0.52、p≒0.003）ため、親の性別を区別しない場合も、結果の少なくとも一部は女性の影

響を受けているといえる。

　ただし、補遺 2. 4の結果の解釈には注意が必要である。補遺 1 の記述統計を見ると、

子供の性別を絞り込まない場合であっても、末子双子の親の観測数は 102 と多くない。補

遺 2. 4は、補遺 1 の場合からさらに子供の性別を絞り込んだものである。この分析の問題

点を一つ挙げると、何らかの特殊な性質を持った人物が補遺 2. 4における双子の親の中に

いた場合、双子の親全体のデータにその特殊な性質が大きく影響する可能性があることで

ある。

さらに、本研究では、年齢や出産年齢は統制した一方、調査年の固定効果はモデルに含

めなかったため、調査年の影響についても追加分析を行った。2000 年から 2018 年までの

比較的短い期間内に、調査年によって双子の発生率が変化することは直感的に考えにくい。

それでも、末子双子操作変数・共変量追加モデルについて、各調査年のデータを順に除外

した分析を行い、結果に変化が生じないか確認した（補遺 2. 5）。どの年度を除外しても、

女性についての効果量はおおむね 0.3~0.5、性別区別なしの場合の効果量はおおむね

0.1~0.3 の範囲となり、符号の逆転や効果量の極端な変化は見られなかった。女性につい

ての効果量は常に性別区別なしデータの効果量の二倍弱~三倍弱であった。標本数の小さ

な女性の方が性別区別なしの場合よりも常に低い p値を維持した。つまり、メインアナリ

シスから効果量に大きな変化は見られず、効果量から言っても、統計的有意性から言って

も、性別による差は維持された。性別区別なしのデータを用いると、メインアナリシス同

様、常に統計的に有意な結果を得られなかった。女性のデータを用いた場合、多くの分析

でメインアナリシスと同様の統計的に有意な結果を得られたが、2008 年のデータを除外し

た場合のみ、子供数の係数が統計的には非有意となった。しかし、2008 年については、性

別区別なしデータについても効果量減少・p値増大が見られるため、性別による差の構造

は維持された。年度による変動があるとしても、それとは別に今回観測したメカニズムが

あることを示唆している。第一段階の F値はどの年度を除外しても 10 を大幅に上回り、操

作変数法の利用に支障は生じなかった。

加えて、末子双子操作変数・共変量追加モデルについて、標準誤差を変更した際、結果

に変化が生じないかも確認した（補遺 2. 6）。本研究においては頑健な標準誤差を用いた

が、恣意的な標準誤差の選択によって結果の解釈や統計的有意性が大きく変動するのは問

題であるからである。具体的には、仮定が満たされる保証はないものの、誤差の独立同一

分布を仮定して標準誤差を選択した。このとき、女性の子供数係数の p値は約 0.11 となっ

て統計的に非有意となるが、この場合であっても実質的にはほぼ 10%水準で有意であった。

性別を区別しない場合の子供数係数の p値は約 0.32 であり、メインアナリシス同様の性別



18

による差は維持された。第一段階の F値も分析上問題のない数値を維持した。17

最後に、末子双子操作変数を用いた子供減少の分析を、他の結果変数（高齢者ではなく

外国人への態度）について行った一例を補遺 2. 7に示した。統計的に有意な結果は得られ

なかったが、操作変数の利用は可能であった。末子双子操作変数は、世代間対立以外の結

果変数について、子供減少の影響を分析する際にも利用できることが確認できた。

9. 結論

本研究は、少子高齢化が世代間対立にどのような影響を及ぼすのか、少子化側面に着目し

て分析した。そのために、操作変数を用いて準実験的に子供を減少させ、世代間対立への

影響を見る新たな手法を用いた。操作変数自体も、小標本・質の低いデータに強い新たな

もの（（同性）末子双子でないこと）を利用した。従来の高齢化についての理論

（Buchmeier and Vogt, 2024）では、高齢者の過大代表・政策的効果が想定されているた

め、高齢化が進むにつれて世代間の利益相反が深刻化し、対立が強まることが示唆される。

しかし、本研究のように少子化に着目すると、子供が減るにつれ社会福祉財源をめぐる子

供・若い親と高齢者との競合が緩和するため、世代間対立は弱まることが示唆される。分

析の結果、子供減少は女性に対してのみ予想された効果を示した。これは、Bellettini et 

al.（2023）など政治学の最近の研究結果とも整合し、専業主婦など女性の家事・育児を実

質的に前提とした従来の慣行に照らしても理解できる。

　以上より、本研究の貢献は、①高齢化と区別された少子化の分析が求められることを示

したこと、②子供減少を準実験的に発生させ分析することが可能であることを示したこと、

③小標本・質の低いデータに強い子供の数の新しい操作変数を提案したこと、④若者が少

子高齢化の単純な被害者であるという前提をおくことに対しては注意を喚起したこと、⑤

少子高齢化研究において性別への着目が求められることを示したことである。しかし、本

研究には限界がある。社会的に少子化の効果とされているものには、各個人についての子

供減少の効果にとどまらず、周囲の他人の子供が減少することの効果なども含まれるため、

各個人についての子供減少の効果を見ただけでは、少子化の効果を分析したことにならな

いと考えられることである。今回は、少子化分析の出発点として、「他の変数」をできる

かぎり統制したうえで、個人レベルの子供減少の効果を観測したが、今後は、その「他の

変数」についての分析が求められる。また、既に少子高齢化が進んでいる日本と、他国の

データでは、もともと社会情勢が異なるため、子供減少の効果も変わる可能性がある。そ

のため、日本以外の事例についての分析も今後の課題となる。

17 これまでさまざまなサブサンプル分析を行ってきたが、標本数の減少にもかかわらず、
末子双子でないことの操作変数は問題なく利用できた。このこと自体が、末子双子（でな
いこと）の操作変数の小標本分析における有用性を示している。
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補遺 1 属性別記述統計

表 A1　属性別記述統計
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補遺 2 頑健性の確認

補遺 2. 1 年齢基準変更時の結果（末子双子操作変数、共変量追加モデル）

表 A2　年齢基準変更時の結果
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補遺 2. 2 子供の数を絞り込んだ場合（末子双子操作変数、共変量追加）

表 A3　子供数を絞り込んだ場合の結果
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補遺 2. 3 末子双子の係数と一致性

ここでは、Oliveira（2016: Appendix A, p. 7）やRosenzweig and Wolpin（1980, pp. 

336-337）と同様の論理を末子双子と子供の数の関係に当てはめる。母親の末子出産年齢

は選択されるものであり、N を子供の数、u を末子双子の発生の外生的な成分、εを他の

すべての子供数決定因子の合成物とする。このとき、以下の推定式を考える。

N=αu+ε

u は

u=LBT-βALB

と書くことができる。ただし、LBT は末子双子か否かを示す二値変数、ALB は末子出産年

齢、βは両者のシステマティックな生物学的関係である。ここで、二番目の式を最初の式

に代入した

N=αLBT-αβALB+ε

を用いればαを直接推定できる。この式をOLS によって推定すると、ALB とεの相関を

仮定しても、αの推定値は一致性を持つ。なぜなら、ALB を一定とすれば、LBT のすべ

ての変化は u を通じたものであり、u は ALB とは独立であるからである。
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補遺 2. 4 子供の性別を同性（女性）に絞り込んだ分析（共変量追加モデル）

表 A4 子供の性別を女性に絞り込んだ分析結果
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補遺 2. 5 各年を除外した分析（末子双子操作変数、共変量追加モデル）

表 A5 各年を除外した分析結果
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補遺 2. 6 標準誤差変更時の結果（末子出産年齢操作変数、共変量追加モデル）

表 A6　標準誤差変更時の結果
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補遺 2. 7 他の結果変数への応用例（外国人への態度）

末子双子操作変数を用いた子供の減少が影響を与える結果変数として、潜在的にはさまざ

まなものが考えられるが、ここでは以下の点を踏まえ、保守性に着目する。これまで、加

齢・高齢と保守化に関する先行研究は蓄積されてきた（たとえば、Danigelis and Cutler, 

1991; Glenn and Hefner, 1972）。18しかし、本研究において着目してきた子供の減少は、

加齢とは別の現象である。少子高齢化を論じるにあたっては、高齢につながる加齢と、少

子化・子供の減少の双方を分析するべきである。また、子供の減少は、本論本体で述べた

ような福祉財源をめぐる競合を緩和するため、子育て中の若者の福祉に頼る必要性を低下

させ、保守化をもたらすという予想も成り立つ。そのため、ここでは保守性に関連する変

数を結果変数候補とした。

利用した結果変数は、メインアナリシスと同じ「JGSS　累積データ　2000-2003」、

「JGSS-2005」、「JGSS-2008」、「JGSS-2010」、「JGSS-2012」、「JGSS-2017/2018

統合データ」に含まれる qfnrincr（外国人増加の賛否）を元に作成したものである。19保守

性に関する変数は他にもあるが、多くの調査年度において問われていること、問うている

内容に曖昧性がないことなどを考慮して、qfnrincr を利用した。20この分析では、賛成・反

対以外の無回答も何らかの意思表示である可能性があるとみて分析から除外せず、欠損値

のみ除外した。そのうえで、賛成ならば 1 をとるダミー変数を作成し、線形確率モデルの

結果変数として利用した。共変量は、Danigelis and Cutler（1991、 p. 30）の利用状況

や本論本体における利用状況などを考慮し、メインアナリシスの共変量追加モデルと同じ

ものを用いた。

以下に分析結果を示す。性別を問わず、統計的にも実質的にも有意な結果は得られな

かった。外国人の場合、高齢者の場合と異なり、年金受給のような確定的な福祉財源の利

18 ただし、加齢・高齢による保守化に関しては、否定的な報告が比較的多い。本文中で紹
介した Danigelis and Cutler（1991）は否定的な研究例である。Glenn and Hefner
（1972, p. 47）も老化（aging）の政治的自由主義／保守主義への効果の直接的証拠は提
供しないなどとしつつ、著者の発見は老化する個人の政治態度がより保守化する傾向があ
るという信念に対して強い疑念を投げかける、としている。
19 JGSS データの利用について、規定に基づく謝辞や参考となるウェブサイトについては
本論本体を参照されたい。
20 ただし、基礎集計・コード表（大阪商業大学, n.d., p. 198）によれば、2003 年に質問
文のワーディングの「あなたの町に」が「あなたが生活している地域に」へと変更されて
いる。JGSS には保守性そのものを問う変数も見られる（同上, p. 135）。しかし、先行研
究（遠藤・ジョウ, 2019, pp. 17-18）を踏まえると、日本においては世代によって保守や
革新といった用語の意味が異なる可能性があるため、保守性について直接問うた変数は用
いなかった。
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用がなく、比較的人口に占める割合が低い。そのため、福祉財源をめぐる若者との競合が

発生しにくいことが、メインアナリシスとの結果の差につながった可能性がある。

表 A7　結果変数変更時の結果
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